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％
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１２ 年 国 調区 　 分

688

4.9
第 １ 次

第 ２ 次
2,947

21.1

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

７ 年 国 調

6.1

782

2,788

21.9

第 ３ 次
10,275

73.5

9,165

71.9
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

人口集中地区人口

9,480 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

10.72

3,128

9,480 0.2
4,435 0.0

都 道 府 県 名

47

沖 縄 県

団 体 名

3502

南風原町

市 町 村 類 型 Ⅴ－２

地方交付税種地 2 - 4

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

2,660,572 22.7 2,660,572 52.6
198,725 1.7 198,725 3.9

4,435 0.1
4,348 0.0

255,861 2.2 255,861 5.1
- - - -
- - - -

26,716 0.2 26,716 0.5
- - - -

71,976 0.6 71,976 1.4
1,899,095 16.2 1,786,409 35.4
1,786,409 15.3 1,786,409 35.4
112,686 1.0 - -

5,131,208 43.9 5,018,522 99.3
5,033 0.0 5,033 0.1

249,798 2.1 - -
64,334 0.6 4,759 0.1
27,829 0.2 - -

2,836,313 24.2 - -
- - - -

1,599,574 13.7 - -
3,814 0.0 2,104 0.0
35,393 0.3 - -

209,763 1.8 - -
120,085 1.0 - -
291,647 2.5 22,934 0.5

1,121,500 9.6 - -

11,696,291 100.0 5,053,352 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

2,660,572

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

2,660,572 100.0 -

100.0 -
953,318 35.8 -
32,191 1.2 -
725,127 27.3 -

-

66,369 2.5

-

-
129,631

-

4.9 -

-

1,380,194 51.9

-

1,363,461 51.2

-

65,282 2.5
261,778 9.8

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -

- -
- - -
- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
4,348

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

×
0.1

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

×

×

○

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 7年度 (千円 ) 平成 1 6年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

11,696,291 11,659,058
11,491,839 11,538,973

204,452 120,085
151,791 10,795
52,661 109,290
-56,629 -21,943
119,323 94,762

- -
- 86,037

62,694 -13,218

平成１７年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

171 594,320 3,476
17 52,120 3,066
13 53,000 4,077
- - -
- - -

184 647,320 3,518

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

×

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ×

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 17.04.01 7,110

助 役 1 17.04.01 5,805

収 入 役 1 17.04.01 5,436

教 育 長 1 17.04.01 5,436

議 会 議 長 1 17.04.01 2,850

議 会 副 議 長 1 17.04.01 2,370

議 会 議 員 20 17.04.01 2,210

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,673,005 14.6 1,545,709 1,493,687 27.4
う ち 職 員 給 1,070,597 9.3 963,815 - -

扶 助 費 1,666,589 14.5 422,350 422,310 7.7
公 債 費 1,036,772 9.0 1,036,772 1,036,772 19.0

元 利 償 還 金 1,036,743 9.0 1,036,743 1,036,743 19.0
一時借入金利子 29 0.0 29 29 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

4,376,366 38.1 3,004,831 2,952,769 54.1
976,935 8.5 714,624 655,106 12.0

維 持 補 修 費 12,694 0.1 12,694 12,432 0.2
補 助 費 等 976,831 8.5 726,851 634,434 11.6

うち一部事務組合負担金 457,940 4.0 364,237 352,401 6.5
繰 出 金 833,635 7.3 720,064 455,333 8.3
積 立 金 175,063 1.5 174,129 - -
投資・出資金・貸付金 26,990 0.2 1,990 - -
前年度繰上充用金 - - -

4,113,325 35.8投 資 的 経 費 275,150
157,632 1.4う ち 人 件 費 110,345

4,096,544 35.6普通建設事業費 272,045

う ち
32.1{ 408,358 3.6 250,429

災害復旧事業費

3,688,186 21,616

16,781 0.1 3,105
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

11,491,839 100.0 5,630,333

内
訳

経常経費充当一般財源等計
4,710,074 千 円

経  常  収  支  比  率
86.3 ％ ％93.2

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

1 2 年 国 調

5,834,785

７ 年 国 調

うち減税補てん債

議 会 費
区  分 決  算  額  ( Ａ )

119,480
構成比

1.0
(Ａ)のうち普通建設事業費

-
( Ａ ) の 充 当 一 般 財 源 等

118,456
総 務 費 1,193,247 10.4 130,204 1,075,136
民 生 費 2,830,060 24.6 15,214 1,328,223

614,920衛 生 費 5.4 2,403 423,039
労 働 費 6,362 0.1 - 5,804
農 林 水 産 業 費 202,331 1.8 103,444 108,880
商 工 費 58,558 0.5 - 32,934
土 木 費 3,201,791 27.9 2,987,424 345,601
消 防 費 323,756 2.8 - 323,756
教 育 費 1,887,781 16.4 857,855 828,627
災 害 復 旧 費 16,781 0.1 - 3,105
公 債 費 1,036,772 9.0 - 1,036,772
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

(人)

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 11,491,839 100.0 4,096,544 5,630,333

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

833,635
167,958

-

-
348,201

-

317,476

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 47,110
再 差 引 収 支 -47,207
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 5,423
被 保 険 者 数 ( 人 ) 12,733

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 56
国 庫 支 出 金 106
保 険 給 付 費 153

区　　　分 (単位千円)

(人)

基準財政収入額 2,501,293
基準財政需要額 4,287,702
標準税収入額等 3,266,948
標 準 財 政 規 模 5,053,357
財 政 力 指 数 0.57
実質収支比率 1.0
経常一般財源等比率 100.0
公債費負担比率 17.8
公 債 費 比 率 16.7

起債制限比率 11.4

積立金 財  調 597,173
減  債 68,910
特定目的 659,607

地 方 債 現 在 高 11,365,528
うち政府資金 9,834,843(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 730,230
保証・補償 -
そ  の  他 -
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 209,189
徴
収
率

現
年計

97.6 90.9
98.2 93.2
96.8 88.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)
(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

22,984

債
務
負
担
行
為
額

29

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

31,700 0.3 - -
373,100 3.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

2,660,572

- -

100.0

21,627

1 7 年 国 調 世 帯 数

10,184

1 2 年 国 調 世 帯 数

9,219

特定農山村 ×

離 島 ×

半 島 ×

の 指 定 状 況

14.0実質公債費比率(％)


